
はじめに

　本稿は、第二次世界大戦後のアメリカ合衆国に誕生した原子力委員会と全米科学財団という 2

つの連邦政府機関の設置をめぐる議会審議を跡づけ、当時の合衆国の科学研究をめぐる理念と思

想がいかに変動性に満ちたものであったのかを明らかにしようとするものである。

　第二次大戦期、陸軍はマンハッタン計画と呼ばれた原子爆弾の研究・開発を管轄していた。原

子力委員会は、終戦後も陸軍が原子力研究の一切を管理・統制することを目的として議会に提出

された法案の中で設置が規定されていた機関であった。

　一方、原爆研究以外の第二次大戦期の科学研究は、連邦政府機関である科学研究開発局

（OSRD）の管理下にあった。1941年に大統領直属の機関として設置された OSRDは、マンハッ

タン計画とは異なり研究施設を擁する機関ではなかったものの、科学者と個別に研究契約を結び、

実質的に彼らを戦争に「動員」していた。全米科学財団は、これとの関連で、平時において大学

の科学研究を資金面で支援することを目的に構想された機関であった。

　このように、原子力委員会と全米科学財団は、その目的や特質を異にする機関であったため、

これまで両機関の設置を盛り込んだ法案が成立するまでの過程は異なる文脈においてでしか分析

されてこなかった。原子力委員会の設置を規定した原子力法は、1945年 10月に議会審議が開始

され、翌年の 1946年 8月に成立するが、先行研究は、原子力研究のすべてを監視下に置こうと

する陸軍の意向とそれに対するアメリカ社会を挙げての反対運動、また冷戦という緊張状態が審

議の方向に与えた影響などを明らかにしてきた1）。

　一方、全米科学財団の設置を規定した全米科学財団法は、1942年に審議が開始され、1950年

に成立するが、法案の成立まで実に 8年もの歳月を要したことから、これまでの研究は、法案審

議が長期化した原因としての科学者と連邦行政府・立法府との対立に関心を向けてきた。そこで

は、科学研究の「自由」を担保すべく資金の配分先と配分額を科学者自身が選定すべきであるこ

と、それを可能たらしめるために財団のトップには科学者を据えるべきであること、といった科

学者側の主張が詳らかになっている。同時に、連邦行政府・立法府側には、科学研究支援のため

に公金が支出される以上、連邦政府による管理・監督が不可欠との主張が存在したことが明らか

にされている2）。

　このように原子力法の審議過程は、原爆研究の決定権をめぐる問題と冷戦という時代状況に注
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目する政治史的文脈から、また全米科学財団法の審議過程は、科学研究のあり方に注目する科学

史的文脈から分析されてきた。しかし、原子力委員会と全米科学財団がほとんど同じ時期に審議

され、ともに連邦政府が恒常的に科学研究に関与する機関として設立されたことは単なる偶然で

はないだろう。ただし、このことは、第二次大戦後のアメリカにおいて、科学研究をめぐる理念

や思想が冷戦体制の下に秩序化されたことを意味するものではない。この点について先行研究は、

原子力法と全米科学財団法の「成立」過程に着目し、しかもそれらを別個の文脈で議論してきた

ため、十分に考察することが出来なかった。

　そこで本稿では、原子力委員会と全米科学財団が設置されるまでの法案審議の過程を、科学研

究をめぐる理念や思想というひとつの文脈の中で再検討する。そして、この時代の科学研究をめ

ぐる理念や思想の中身とその変動を明らかにすることを目的とする。なお本稿では、法案そのも

のではなく、それを下支えした理念・思想に着目するため、個別法案の条文の分析にまで立ち入

るものではないことを断っておきたい。

第一章　科学研究と国家のあり方の模索、1942～1944年

　19世紀までのアメリカにおける科学研究とは、個人が自分の興味や関心に基づいて、居宅に

実験室などを構えて取り組むものであった。しかし、19世紀の後半以降、科学研究の主体は、

独立独歩の個人から高等教育機関、特に大学院で教育を受けた科学者や技術者へと移行しはじめ

た3）。しかもそれは、研究に従事する単位の変化、つまり個人単位から組織単位への変容をも伴

うものであった。第一次大戦と第二次大戦は、こうした 20世紀的科学研究への移行を決定的に

した出来事であった。第二次大戦中の 1942年 4月に『ニューヨーク・タイムズ』紙は、「エジソ

ンは、英雄的な発明家としては最後の人物であったのかもしれない。いまやこの国には、大学教

授と大学で教育を受けた技術者が溢れている。彼らは、技術に対してすばらしい貢献をなすこと

が可能である」との記事を掲載した。これは、19世紀的科学研究から 20世紀的科学研究への変

化の本質を言い当てていたと言えるだろう4）。

　第二次大戦終結後、そうした科学研究のあり方はさらに拡大していく。その体制を支えるひと

つの機関となったのが、1950年に設置された全米科学財団であった。その設置に関する法案が

合衆国議会に初めて提出されたのは、第二次大戦中の 1942年であった。しかしそれは、20世紀

的科学研究のあり方を強化しようとする意図からではなく、反対に、大戦期に構築された科学研

究体制を解体しようとする意図から登場してきたものであった。

⑴　キルゴアの 3つの法案

　議論の口火を切ったのは、民主党の上院議員ハーリー・キルゴアであった。1942年 2月、彼

は合衆国議会に科学研究への支援業務を一元的に所管する技術動員局の設置を盛り込んだ技術動

員法案を提出した。キルゴアが同法案を提出した背景には、大企業が科学研究のための資源を独
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占していることへの怒りがあった。

　きっかけは、1942年に戦時生産局で発生した資材確保のトラブルにあった。戦時生産局は

1942年 1月に戦時物資の調達とその産業界への供給を目的に設置された連邦政府機関である。

戦時生産局はその目的からして戦争関連の物資を優先的に獲得することができるはずであった。

しかし、太平洋戦争勃発直後の 1942年、ゴムなどの希少資材が極端に不足し、戦時生産局でも

ゴムの確保が容易ならざる状態に陥った。この問題に対し、合衆国議会は、当時、上院議員で

あったハリー・S.トルーマンを長とする委員会を立ち上げ、戦時物資の確保のあり方について

の検討を開始した。キルゴアは、その委員会のメンバーの 1人であったが、彼は、そこでの議論

を通じて、大企業とワンダラーマン（dollar-a-year man）が、戦時生産局のゴム調達を阻害する

要因であると考えるに至る5）。

　加えて、キルゴアが新機関立ち上げの法案を提出した背景には、彼の「敵」が、大企業のみな

らず戦時生産局内部にも存在していたことがあった。それはシアーズ・ローバック社前取締役で、

当時、戦時生産局長であったドナルド・ネルソンと、同局上層部の約 4分の 3を占めていたワン

ダラーマンたちであった。

　戦時生産局上層部への反発は、ただキルゴアだけのものではなく、彼をはじめとする民主党リ

ベラルにも広く共有されたものであった。彼らには、ワンダラーマンは、公職にありながらも自

らの利益しか顧みない独善的な存在と映っていた6）。そのことは、キルゴアが 1942年 8月に、

かつての民主党下院議員であり、当時、戦時生産局員でもあったモーリー・マヴェリックから受

け取った書簡にも表れている。マヴェリック曰く、ネルソンは、戦時生産局を自分やキルゴアの

思い描くのとは全く異なる組織にしようとしている。大企業寄りであるネルソンを抑え込むため

には、ネルソンが戦時生産局の改革に乗り出す前に連邦議会で新たな組織の立ち上げの検討に入

る必要がある、と7）。

　キルゴアやマヴェリックが、市場を独占する元凶として大企業を敵視したのも無理からぬこと

ではあった。ニューディール政策開始後の 1937年に発生した不況に際して、マヴェリックは、

ニューディール政策が頓挫し、連邦政府によるさまざまな分野への財政出動が縮小されることに

危機感を表明していた8）。さらに第二次大戦の勃発は、ニューディール政策に期待を寄せる人々

にまた別の不安を抱かせることになった。それは、反トラスト法による独占企業摘発の実質的な

停止であった。大戦勃発後、フランクリン・D.ローズヴェルト大統領は、司法副長官のサーマ

ン・アーノルドに産業界への反トラスト法の適用を控えるよう求めた。その結果、特に基幹産業

に関わる企業に対しては、反トラスト法の適用が戦後まで見合わせられることになったのであ 

る9）。このようなニューディール政策の後退もまた、キルゴアの大企業への反感を増幅させるこ

とになった。

　しかしながら、キルゴアやマヴェリックの批判の矛先は大企業や戦時生産局上層部にとどまら

ず、実際に科学研究に従事する大学や研究者、そして、それらの研究を管理していた OSRDに

も向かうことになった。
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　キルゴアやマヴェリックの目には、OSRDは「巨大企業と有名大学のエリート科学者たちが独

占的に資金を得て研究開発にあたることができる特権的機関」と映っていた10）。実際、ゴムの入

手問題をきっかけにマヴェリックを長として戦時生産局内に立ち上げられた物資の調達と供給に

関する検討委員会では、OSRDへの不満が噴出した。この委員会のメンバーであった地質学者の

C. K.リースは、その様子を記録しており、その内容は、彼の知人である OSRD局長、ヴァネ

ヴァー・ブッシュにも伝えられた11）。

マヴェリック委員会におけるいくつかの会議は、その時間の大半を議長その他の不満の吐露

に割くこととなった。その不満とは、アメリカの科学と技術は適切な仕事をしていないこと、

組織化された科学と組織〔OSRDを指す〕は偏狭であること、この戦争は豊かな発想力を

もった小規模な研究所や忘れ去られた人々に支援を向けることで勝利することができるもの

であろうこと、そして、そうした科学研究の方向づけや調整、科学・技術の「革命」は、戦

時生産局の適切な社会的センスを備えた知恵ある者の委員会によってなされるべきものであ

る、というものであった12）。（以下、引用文中の〔　　〕は引用者による補足説明）

　キルゴアの技術動員法案は、1942年 10月から議会での審議に付されたが、次節で詳しく述べ

るように、科学者側から大きな批判を受けることになった。これを受けたキルゴアは、法案の策

定作業がやや性急であったとして、法案の修正作業に乗り出した。そして、1943年の第 78議会

の招集に合わせて、科学動員法案を提出した13）。

　合わせて、キルゴアは、1943年 8月に科学動員法案提出の目的を解説した文章を『サイエン

ス』誌に寄せた。キルゴアによれば、科学動員法案を提出したのは、科学研究とその軍事利用に

関するアメリカ社会の次の要請に応えるためであった。それは、⑴「科学の研究・開発への支援

を所管している」「既存の政府組織を統合」することで、「科学研究への支援」をこれまでより効

率的なものとし、科学研究の成果を公に「大きなサーヴィス」として提供すべきとの要請、 

⑵「科学や技術というものは、ある選ばれた集団のためではなく、国家全体の利益に資するもの

であるべき」なので、科学と技術を国家資源として位置づけるべきとの要請、⑶大学が大企業か

らの研究援助に依存している現状を転換すべく、連邦政府が幅広い支援に乗り出すべきとの要請、

そして⑷連邦政府の支援によってなされた研究成果の特許は「私的に保持される特許とは明確に

区別されるべきで」あり、これらの特許は、特定の集団が有するのではなく、「公共善のために

活用されるべき」であるので、連邦政府が特許を保持することについての規定を定めるべきとの

要請、であった14）。この科学動員法案は、結局は継続審議となるものの、キルゴアは同法案を修

正し、1944年初頭、戦後に科学教育や基礎科学、応用科学への支援を一手に担う連邦政府機関

として全米科学財団の設置を盛り込んだ科学・技術法案を提出した15）。同法案において、全米科

学財団は、小規模の企業や事業主へも研究開発のための直接的支援を行うこと、そして OSRD

からの資金が有名大学に集中していることに対し、全米科学財団による大学への支援は地理的に
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「平等な」観点からなすこととされた16）。

　1942年、1943年、1944年と矢継ぎ早に提出されたキルゴアの法案の基層を理解するために、

ここで彼の法案に賛成した人物の主張を取り挙げておきたい。キルゴアの 1943年科学動員法案

について、1943年 10月に上院公聴会にて賛成の公述をした副大統領のヘンリー・A.ウォーレス

は、その理由を次のように述べている。「議会は、これまで〔科学研究に〕莫大な資金を提供し

てきた。それらの資金は連邦政府や大学、そして産業界の研究所につぎ込まれている。こうした

資金は一般大衆の利益のために費やされるべきものであり、ほんの少しの企業の利益のために独

占的に費やされるべきものではない」。しかし、現行の制度では、小規模の事業主に研究支援が

なされず、「彼らは、近代的な産業研究に必要な、大規模で費用もかさむ研究所を保有すること

ができない」。ただし、キルゴアの法案が成立すれば、「戦争を遂行するにあたっての小規模の事

業者における科学的・技術的資源の不足」という現状が改善される、と17）。また、『ニューヨー

ク・タイムズ』紙の科学担当編集者ワルデマー・ケンプフェルトも 1943年 10月、キルゴア法案

賛成の立場から執筆した記事において、次のように述べている。これまでのアメリカの科学研究

は、「計画……、方向づけ……、組織化をする際に、その社会的な目的を包括的に考えることな

く、ただ無秩序に発展してきた」。しかし、「合衆国政府が、〔科学研究の〕自由の原則を維持し

たまま、社会的目的を達成するためにニューディール型の科学計画を作り上げることができない

理由」はない。また「レッセ・フェール〔自由放任主義〕は、経済の原則としては放棄されたの

であり、少なくとも科学に関する政府の政策においても放棄されるべきである」、と18）。

　大学における科学研究を大企業から切り離す必要性、小規模の事業者や研究者にも支援を拡大

する必要性、また、科学研究の成果は一部の集団が独占的に享受するものではなく、アメリカ国

民全体に還元すべきとするキルゴアの理念と思想を構成していたのは、第二次大戦を通じて肥大

化した大企業の独占を排すること、それに連邦政府の科学研究体制を根本的に転換させようとい

う意図であった。

⑵　キルゴア法案への反対とヴァネヴァー・ブッシュ

　こうした 3度にわたるキルゴアの法案に対し、科学者は反対の声を上げた。その中には、キル

ゴア法案は、科学研究の支援に関わっているすべての連邦機関を正当性のないまま中央集権化し

ようとするものであり、ゆえに実質的には、アメリカの政治経済体制とは相容れない全体主義的、

共産主義的な組織を誕生させるものであるという主張も含まれていた19）。しかし、多くの科学者

が危惧していたのは、科学研究の「自由」が侵害されることであった。全米科学アカデミー会長

で、OSRDの一部門長でもあったフランク・ジュエットは、キルゴアの 1942年の技術動員法案

に反対する「主たる理由」として、「同法案が民間の科学研究を窒息させるであろうこと、そし

て徴発された技術者のだれもが徹底的な強制を受ける」可能性を挙げている20）。加えてジュエッ

トは、1943年の科学動員法案に対して、この法案は「国家の知的奴隷を作り出そうとしている

もの」であるとして批判を加えた。同じく OSRDの一部門長でハーヴァード大学学長であった
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ジェイムズ・コナントも、1943年の科学動員法案に対して、「平時における一般の科学者を独裁

的な権力でもって支配しようとする組織を立ち上げるものである」として批判した21）。

　ここで、第二次大戦期の科学研究を代表する科学者として注目すべき人物として、OSRD局長

のブッシュを挙げなければならない。彼は、1938年までマサチューセッツ工科大学の副学長兼

工学部長を務めた科学者で、第二次大戦期に政府機関に転じた人物であった。ジュエットやコナ

ントと同様、ブッシュもまたキルゴアの 1942年の技術動員法案と 1943年の科学動員法案に反対

の姿勢を示した。ブッシュは、1943年 12月のキルゴア宛ての書簡において、科学研究への援助

を一元的に所管する連邦政府機関の設立は、多様な科学研究のあり方を阻害するのではないか、

との懸念を表明している22）。

　このブッシュについては、権威主義的かつエリート主義的な人物であり、「いかに外部の資金

が投入されよう」とも、「科学者こそが王様であり、一般大衆はそれへの金銭的奉仕者に過ぎな

い」と考えていた人物である、と断罪するものがある23）。しかし、ブッシュをそのような科学エ

リートと決めつけるのは早計に過ぎる。なぜなら、ブッシュの主張は、キルゴアの諸法案と全く

相容れないものではなかったからである。史家ナーサン・レインゴールドによれば、ブッシュ自

身、「専門家であるかどうかの指標となるのは、……権威ある職に就くために私利私欲を燃やす

ことではなく、自分の持つ特別かつすばらしい知識を、他人を助けるために、そして守るために

利用しようとするかどうかである」と述べていた、という。レインゴールドはこれを踏まえ、

ブッシュという人物を次のように評している。「ヴァネヴァー・ブッシュの心のうちにあったの

は、科学研究とは恵まれた人々の手に握らせておくものでもなく、また露骨なえこひいきの道具

でもない、という考えである。……ブッシュは、専門家は利他主義的かつ理想主義的であるべき

ことを強く訴えていた」人物であった、と24）。加えてブッシュは、1920年代にジェネラル・エ

レクトリックや AT&Tといった、当時はまだ大手ではない、駆け出しの通信事業者と協力をし

ていたことから、中小企業に対する大企業の特許侵害には懸念を抱いていた。事実、ブッシュは、

「国家の繁栄は、かなりの程度、中・小規模の事業者が新しい知識を実用的な方法をもって応用

することにかかっているだろう」と考えていた25）。

　このような視点を持った上で、あらためて、ブッシュが 1943年 12月にキルゴアに送った書簡

を見ると、ブッシュとキルゴアの科学研究をめぐる理念や思想には重なり合う部分があることに

気づく。例えば、キルゴアの科学研究は国家と公益に資するものたるべきとの主張について、

ブッシュは「見るところ、あなたも私も同じ見方を持っている。すなわち、科学を最大限に促進

することが、国家の利益となるということだ」との共感の意を示している26）。また、キルゴアが

懸念する企業の影響力の拡大については、「〔私も〕大規模な企業による市場の独占に対する政府

の規制については常に賛成していた」としたためている27）。

　このように見れば、キルゴアとブッシュとの議論の出発点には、相反するというより、むしろ

通底する基盤が存在していた。確かにキルゴアとブッシュは、科学研究に対する連邦政府の関与

のあり方については相反する主張をしたが、問題だったのは、連邦政府の関与それ自体ではなく、
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政府の権限とそれがおよぶ範囲をどの程度まで許容するか、という点にあった。言い換えれば、

彼らの議論の基底に存したのは、ローズヴェルト大統領のニューディール政策によって立ち上が

りつつあった新たな国家のあるべき姿を、科学研究のあり方を通じていかに再規定するかという

問題であった。

　しかしながら、こうしたキルゴアとブッシュの科学研究をめぐる理念や思想は、やがてひとつ

の秩序への歩みを始める。それは、ブッシュがキルゴア法案への対案を提出したことから始まっ

た。

第二章　科学研究の秩序化への歩みと蹉跌、1944～1950年

　キルゴアが 1942年から 3つの科学研究支援法案を提出してきたことに対し、当初ブッシュは

抑制的な態度をとっていた。しかし、連邦政府内のブッシュに近い立場から、科学研究支援のた

めの機関設置の議論において、キルゴアがイニシアティブを握っていることに懸念を示す動きが

広まりはじめた。

　1944年 10月、海外経済局の法律顧問オスカー・コックスは、大統領顧問のハリー・ホプキン

ズとこの問題を打開する案を練っていた。その席上、コックスは、議論の主導権をブッシュに握

らせるための策を提示した。それは、ローズヴェルト大統領に、OSRDの局長としてのブッシュ

に対して、戦後において連邦政府は科学研究にいかなる支援を行うべきかとの諮問をさせてはど

うか、というものであった。コックスは、さっそく書簡の草稿を執筆し、ブッシュならびに

OSRD顧問のオスカー・ルーハウゼンと面会した。ブッシュは、OSRDを終戦後にも存続させる

ことには否定的であり、また、キルゴアの全米科学財団は中央集権的で、ともすれば OSRDの

後継組織誕生への道を拓きかねないとの懸念から、コックスの提案に同意した28）。

　こうして、1944年 11月 17日、ローズヴェルト大統領からブッシュに書簡が届けられた。そ

の冒頭には、次のようにしたためられていた。

貴殿〔ブッシュ〕が局長を務める科学技術開発局は、科学研究をコーディネートし、戦争に

おける主要な問題である、技術的な問題を解決するために既存の科学的知識を応用するにあ

たって、チーム・ワークとその協力のあり方において、ユニークな経験をしてきたことは明

らかである。……この経験によって生み出された教訓は、平時において適切に活用できない

という根拠はない。科学研究開発局と大学や企業の研究所に在籍する数千人の科学者によっ

て培われた情報や技術、それに研究経験は、平時における公衆衛生の改善、新たな仕事を生

みだす企業経営の創出、それに国家的な生活水準の向上のために活用されるべきである29）。

以上の認識を踏まえた上で、ローズヴェルト大統領（の書簡）は、戦後の連邦政府の科学政策に

関わるいくつかの諮問をブッシュに求めたのであった。
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　そのひとつは、「将来的に政府は、公的機関あるいは民間の組織が行う研究活動の支援のため

に何ができるか」というものであった。ブッシュはこの諮問に対して、ジョンズ・ホプキンズ大

学学長のアイザイア・ボウマンを委員長とする、科学と公共福祉に関する委員会を組織した。そ

の後、ブッシュは、いくつかの委員会から上がってきた報告書をまとめ、かつ要約を付して、

1945年 7月 19日に『科学 ― その限りないフロンティア』（Science, The Endless Frontier；以下、

『科学』）を発表した30）。これは大統領の諮問に応えるだけの単なる報告書ではなく、むしろ、科

学研究の自由に関するブッシュの理念と思想が凝縮された文書であった。

　またブッシュは、『科学』の作成作業と並行して、キルゴアの全米科学財団への対抗法案の準

備にも取りかかっていた。ブッシュは、OSRD顧問のルーハウゼンと、ブッシュの側近であった

キャロル・ウィルソンに法案の作成を依頼した。そして、『科学』の発表と同じ 7月 19日に、民

主党の上院議員ウォレン・マグナソンによって議会に提出されたのが、全米研究財団設置のため

の法案であった（以下、マグナソン法案）。

　ブッシュによる『科学』の発表とマグナソン法案の提出に憤慨したキルゴアは、その後、自身

の法案を修正した法案を 2度議会に提出した。そして、1945年 12月以降、上院において科学研

究を支援するための機関の設置についての論戦が本格化した31）。論点は、連邦政府の関与をめぐ

る問題 ― 具体的には、設置される財団の理事長（Director）の任命手続き ― と、科学研究の

「自由」をめぐる問題、そして科学研究と「民主主義」の関係をめぐる問題の 3点にあった。

　第一の論点について、キルゴア法案が理事長は大統領が任命すると定めていたのに対し、マグ

ナソン法案は非専任の科学者で構成される協議会に選任権を持たせると規定していた32）。両者の

規定に対しては、当初、キルゴア法案が優勢と見られた。なぜなら、マグナソン法案は、連邦行

政府の反発を招いていたからである。当時の予算局局長ハロルド・スミスは、上院公聴会前の

1945年 7月に、ブッシュの『科学』について、そのタイトルである “endless frontier”が含意す

るところは、連邦資金の “endless expenditure”に他ならない、と周囲に漏らしていた33）。また、

1945年 9月 6日には、キルゴアの科学政策をトルーマン政権の科学政策とする旨の大統領教書

が議会に送られた。それを踏まえて、スミス局長は、1945年 10月の公聴会において「もし政府

が科学研究を支援することになれば、それは政府が責任を持つ部局を通してなされるべき」であ

り、そうである以上、「大統領がその理事〔や理事長〕を任命すべきことは明らかである」と陳

述したのである34）。

　しかしながら、同時期に審議されていた原子力法の審議が、全米科学（研究）財団の審議に影

響を及ぼすことになる。原子力法は、次章でも触れるように、1945年 12月に民主党の上院議員

ブライエン・マクマホンが新たに提出したマクマホン法案でまとまるかに見えた。しかし、1946

年 2月以降、マクマホン法は、軍部が原子力研究に関与する方向に舵を切りはじめた。こうした

マクマホン法案の審議の推移を受け、多くの科学者は、もし財団の理事長が、キルゴアの法案が

規定するように大統領によって任命された場合、原子力研究と同様、科学研究全般が国家の厳し

い管理下に置かれるのではないかとの懸念を抱きはじめた35）。そうした科学者は一斉にマグナソ
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ン法案への支持に傾いていったのである36）。

　財団の理事長を大統領が任命するのか、それとも科学者による互選で選出するのかといった論

点は、財団の支援の基準や範囲とも関わり、科学研究の「自由」をめぐる問題という論点に発展

していく。

　全米科学財団の支援範囲について、キルゴア法案は、中・小規模の事業者も支援対象に含めて

いた。それに対し、ブッシュは、研究成果の「最新の技術への応用」ができる「事業者を刺激し

ていく」べきと考えており、中・小規模の事業者を支援の対象とは見なしていなかった。またキ

ルゴア法案が、全米のすべての大学を対象に、地理的な観点から「平等」に研究支援をしようと

していたのに対し、ブッシュは、「連邦政府が科学研究への支援をなすにあたって最も効果的な

方法は、我々の教育機関・研究機関に、基礎研究の推進と研究者育成のための資金を提供するこ

とである」、と考えていた。さらに配分対象となる大学の条件として、ブッシュは、「純粋科学に

率先して貢献しているという立場を生かしつつ、その分野における重要な研究のために資金を用

いる」ことができる大学、「資金の提供を受けるにあたり、大学の理事会が自分たちの大学が著

名であり、ゆえに将来、研究をリードできるような人材の育成が可能であることを保証」できる

大学、という 2つを挙げ、実質的に援助対象を一部の一流大学に絞ろうとしていた37）。

　このように一部のエリート大学を支援の対象とし、そこに集中的に資金を投入しようというの

であれば、全米科学財団の理事長は、科学者による協議会で互選された科学者が就任すべきで

あった。そして、そのことは、科学研究の「自由」の観点から正当化された。ブッシュは、『科

学』の中で、「科学の進展や学術世界の独立に欠かせない学問の自由というものを犠牲にするこ

となく」、「科学研究に大きな利益をもたらす」「方法を考案すること」の必要性を説いていた。

この自由（freedom）は、単に連邦政府からの政治的関与を受けないという消極的な意味に留ま

るものではなかった。『科学』の「大学への支援の形式」の項目で述べられているように、ブッ

シュにとっての科学研究の「自由」とは、「資金の配分方法について可能なかぎり外部からのコ

ントロールを最小化すること」であった。そしてそれは、「学問の自由を保全する」観点から必

要とされた38）。

　その後、キルゴア法案とマグナソン法案は折り合いがつかず、1946年 2月、キルゴアが妥協

案を作成するものの、結局は廃案に追いこまれた。しかし、1947年 1月に共和党の上院議員

H.アレグザンダー・スミスが、1945年のマグナソン法案に近い法案を提出し、上下両院を通過

した。ここで全米科学財団法が成立するかに思われたが、1947年 8月、トルーマン大統領は、

スミス議員の法案に拒否権を発動した39）。その理由は、次のようなものであった。

〔スミス法案の提案する組織機構は、〕事実上、重要な国策の決定と莫大な公金の支出、そ

れに重要な政府機構の管理を、完全に文民の市民で構成される集団に委ねるものとなろう。

提案された……財団は、やがて人々のコントロールを離れ、そして、そのことは民主主義の

プロセス
4 4 4 4

において、公平
4 4

が著しく損なわれていることを意味するのである40）。（傍点部筆者）
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トルーマン大統領が財政均衡論者であったとしても、ここでは、全米科学財団をめぐる議論に、

科学研究と民主主義の関係をめぐる問題という第三の論点が付加されたと見るべきであろう41）。

キルゴアやトルーマンをはじめとする連邦行政府の想定する「民主主義」とは、連邦政府の科学

研究への支援決定のプロセスと支援の対象を公平かつ平等にすることこそが重要であり、そのた

めには連邦政府による管理と監督が不可欠である、というものであった。ゆえに、彼らの目には

連邦政府から資金援助を受けながら、いかなるチェックをも忌避しようとするブッシュら科学者

の動きは、「民主主義」を破壊する元凶と映ったのである。それに対し、理事長の選出方法や、

財団の支援対象に関する議論から見て、ブッシュら科学者にとっての「民主主義」とは、トルー

マン大統領が推し進めた「ニューディール的」な民主主義とは異なり、個人の才能や能力に適し

た成果が達成される社会状態を意味し、その手続きはもとより、成果に対してまで政府が過剰に

関与してくるのは、「民主主義」からの逸脱と見なしうるものであった。

　トルーマン大統領の拒否権発動後の全米科学財団をめぐる法案は、再び妥協法案が作成され、

1949年から 1950年 3月にかけて、同法案は議会を通過し、1950年 5月に全米科学財団法が成立

する。しかしながら、成立した法案は、キルゴアとブッシュの折衷案であった。理事長の任命に

ついて言えば、全米科学財団の理事長は大統領が任命すると規定されていたものの、文民から構

成される常勤ではない理事会の意向も反映されるとなっていたからである。

　このような法案の推移からして、全米科学財団をめぐって顕在化した諸問題、すなわち、科学

研究に対する連邦政府の関与をめぐる問題、科学研究の「自由」をめぐる問題、そして科学研究

と「民主主義」との関係をめぐる問題は秩序化の方向へ向かうよりも、その変動性を持続させた

まま、議論の終焉を迎えたのであった。

第三章　叢生せぬ理念と思想、1945～1946年

　全米科学財団法の審議と並行して議論されていた原子力法案は、科学研究をめぐる理念や思想

に、科学研究と国際関係との関係という、新たな問題を付け加えるものとなった。

　原子力法に関する審議は、1945年 10月にトルーマン大統領の教書付きで議会に提出されたメ

イ・ジョンソン法案に始まる。同法案は、陸軍省の 2人の官僚が太平洋戦争の終結前から作成し

ていた草案を、広島・長崎への原爆投下のあとに急遽取りまとめて提出されたものであった。メ

イ・ジョンソン法案は、史家の言を借りれば、「原子力研究のすべてを軍部に明け渡し、機密の

厳守と機密保護のための立法を求め、かつ機密保持へのいかなる違反に対しても厳罰を要求し

た」、「なかば軍事立法」であった42）。

　その一方で、一部の科学者は、メイ・ジョンソン法案の提出前から、「原子爆弾は秘密のもの

では」なく、「長期にわたり、その製造物を独占し続けることはでき」ないことを認識していた。

そして彼らは、核開発競争と核戦争を「解決する糸口」となるのは「国際管理だけ」であると考

えていた。そうした科学者たちは、法案が提出されるや否や反対運動を開始した43）。その多くは、
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第二次大戦期のマンハッタン計画に関わった研究者であった。運動の初期段階では、シカゴ大学

冶金研究所の物理学者キャサリン・ウェイや、ロスアラモス研究所のウィリアム・ヒギンボーサ

ムらが運動を組織し、のちにはレオ・シラード、ユウジン・ラビノビッチ、ハロルド・ユーリー

といった著名な科学者が運動を牽引することになる44）。

　中でも第二次大戦中から原爆開発の機密規定に反対していたシラードらは、軍部による原子力

研究の独占・統制に強い懸念を抱いていた。その様子を『ニューヨーク・タイムズ』紙は、次の

ように伝えている。今、科学者たちは、「原爆がもたらす将来の危険について人々に警告しよう

とする彼ら〔科学者〕を嫌う陸軍保安憲兵が「恐怖の規定」を制定していることを糾弾し」、「反

乱寸前の状態にある」、と45）。その後、1945年 10月 18日のメイ・ジョンソン法案第 2回下院公

聴会において、シラードは、同法案がはらむ最も重大な問題は機密漏洩に対する罰則規定にあり、

それが研究情報の公開を妨げ、国際関係、特にソ連との関係に深刻な影響を与えると指摘した46）。

ここに至って、メイ・ジョンソン法案をめぐる議論は国内の政治的・軍事的問題から国際問題へ

と引き上げられることになったのである。

　メイ・ジョンソン法案に反対した科学者は、シラードやラビノビッチ、ユーリーらを含め、マ

ンハッタン計画や原爆投下に関する意思決定部からは遠い位置にあった、いわば「末端」の科学

者であった。しかし、同法案をめぐる論争において、そうした末端の科学者と、政策決定部の科

学者との間には、科学研究と国際問題に関して通底する理念と思想が存在していた。

　政策決定側の科学者として挙げられるのは、ブッシュと J.ロバート・オッペンハイマーであ

る。OSRD局長であったブッシュは、1945年 5月からヘンリー・スティムソン陸軍長官の下に

設置された、原爆使用に伴う諸問題の検討・勧告を目的とする暫定委員会に加わっていた。また

オッペンハイマーは、カリフォルニア大学バークリー校の教授で、マンハッタン計画では科学者

側の最高責任者を務め、同時に暫定委員会の下に設置された科学顧問団のメンバーでもあった47）。

　メイ・ジョンソン法案をめぐっては、1945年 10月 9日と 10月 18日の 2回にわたって下院で

公聴会が開かれたが、これらの場において、ブッシュとオッペンハイマーは法案賛成の立場から

陳述をし、シラードらと対決する姿勢を示した。ブッシュは、10月 9日の第 1回公聴会において、

「私は、〔原子力研究の〕実験家集団が、自分の家から半マイルのところに実験室を設けて軽率な

実験を実行し、自分の家が吹き飛ばされることなど決して考えたくはありません。……公共の安

全のために、〔原子力研究は〕管理されるべきであり、そのためのとても強力な委員会が設置さ

れるべきです」と発言した48）。これに対し、同時代の、特に若い科学者は、ブッシュやオッペン

ハイマーが法案賛成の立場にあることに疑問の声を上げた。しかし、ここで注目すべきは、ブッ

シュは科学研究によって得られた知識や情報を可能なかぎり公開する必要性を訴えている点であ

る49）。

　ブッシュのその主張は、まず『科学』に見出すことが出来る。

いくつかの〔軍事的〕知識は機密にしておかなければならないが、その多くの部分は、この
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戦争において敵がその知識を我々に対して応用してくることがないという確信が得られれば、

できるだけ速やかに公開
4 4

されるべきである。公開
4 4

されるべき部分を決め、公開を促進し
4 4 4 4 4 4

、そ

してその出版を勧めるため、陸軍、海軍、そして文民の科学者からなる委員会が迅速に設置

されるべきである50）。（傍点部筆者）

　この「公開」は、メイ・ジョンソン法案の審議に入る段階で、単なる情報公開という意味合い

を超えて、国際関係への配慮をも含意するようになる。そのことは、メイ・ジョンソン法案が審

議入りする前の 1945年 9月 25日に、ブッシュがトルーマン大統領に宛てた書簡に表れている。

ここでブッシュは、合衆国が原子力に関する基本的な情報交換をソ連と行っていることが明らか

になったときに、我々にとって利点となるのは、「合衆国は世界に向かって、国際親善と相互理

解のためにこれ〔情報交換〕をやっているのだと発表できる」点にあります、と述べている。加

えて、ブッシュは、「ソ連に科学情報の交換を提案することは、原子力の分野で国際的な協力関

係への道を拓くことになるでしょうし、最終的には、核開発競争の代替案としての効果的な原子

力管理に達するでしょう」、と説いたのである51）。またオッペンハイマーも、広島・長崎への原

爆投下直後の 1945年 8月 17日、スティムソン陸軍長官に「われわれがつぎの数十年にわたって

原子力兵器分野でヘゲモニーを確実に保持することになる、そのような遠大な計画はなかなか立

てがたいで」しょうとした上で、「長期的には将来の核戦争を不可能にする国際的な原子力管理

にかんする取り決めを実現するべく、努力することがやはり肝要」ですという、ブッシュと意を

同じくする進言を行っている52）。加えて、オッペンハイマーの国際管理の必要性に対する認識は、

10月 18日の第 2回下院公聴会における次の陳述にも見られる。それは、原子力研究を「国際的

に管理するための他国との交渉 ― すべての、あるいはほとんどすべての科学者がその必要性を

感じているものであるが ― は、我々が満足のいく国家機構を作りあげるまでは、進捗させるこ

とはできないであろう」というものであった53）。

　このような意見を表明していたブッシュとオッペンハイマーにとって、原子力研究を実質的に

軍部の管理・統制下に置こうとするメイ・ジョンソン法案は、かたや暫定委員会のメンバーとし

て、かたや科学顧問団のメンバーとして、賛成せざるを得なかったものの、実際は、自分たちが

政府からメイ・ジョンソン法案の全面的な支持者であると見なされることには、「不愉快であっ

た」、という54）。

　このように原子力研究のあり方についてブッシュやオッペンハイマーとシラードらとの間には、

原子力研究を軍部の機密事項としてその厳しい統制下に置くべきでなく、むしろ研究情報を可能

なかぎり公開することによって、国際社会、特にソ連との関係の安定化を図ろうとした点に共通

点があった。それはソ連との終わりなき核開発競争、あるいはその帰結としての全面的な核戦争

だけは何としても回避しなければならないという、切実で現実的な危機感に裏打ちされたもので

あった。しかし、その後の法案審議の推移は、そうした科学者間の連帯的な思想を叢生させるこ

とを妨げる方向に作用してしまう。
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　メイ・ジョンソン法案は、アメリカ社会の強い反対を受け、トルーマン大統領は法案の成立を

断念する。それに代わり、1945年 12月、メイ・ジョンソン法案から陸軍の関与を取り払ったマ

クマホン法案が議会に提出される。しかし、1946年 2月にカナダの核施設に勤務する 22名の科

学者がソ連に情報を漏らしたとの容疑で逮捕されるなどといった事件によって、アメリカ市民に

ソ連への不信感が広まった。これによって、合衆国議会はマクマホン法案の修正を余儀なくされ、

その結果、1946年 8月に成立した原子力法において、原子力委員会は、「軍の意向が最大限に尊

重される機構」と規定されることになったのである55）。事ここに至り、原子力法の審議の根底に

あった国際関係をめぐる科学者の理念や思想は十分に練りあげられることなく、それが一致した

見解として叢生せぬまま、原子力法の成立と冷戦という歴史的文脈の中に埋没することになって

しまったのである。

　結局のところ、全米科学財団法と原子力法の議論は、巨視的に見れば、民主主義や自由という

アメリカにとって自明であるかのような理念と国際関係のあり方という問題に、科学研究の視点

から秩序をもたらそうとする試みであった。しかし、ここまでの議論で見てきたように、それが

果たされなかったことは、科学研究をめぐる理念や思想が第二次大戦を経た時期にあっても、な

お、変動しつづけていたことを示すものであった。

おわりに

　第二次大戦後の科学研究をめぐる理念と思想には、科学研究に対する連邦政府の関与のあり方、

科学研究の「自由」、科学研究と「民主主義」のあり方、そして科学研究が国際問題に与える影

響という問題が相互に関連した問題群として存在していた。ただし、原子力委員会や全米科学財

団の設置によって、科学研究をめぐる理念や思想は、ある一定のもの、やや踏み込んで言えば、

冷戦体制の下の秩序に収斂されていったわけではなかった。むしろ、両機関の設置と冷戦の進行

によって、科学研究をめぐる理念と思想は、審議過程における変動が持続することになったので

ある。第一章の冒頭でも触れた 1942年の『ニューヨーク・タイムズ』は、同じ記事において、

大学教授や技術者は「今や変化を拒む高度に組織化された〔大学や企業などの〕独占体に手足を

縛りつけられている」と記していたが、第二次大戦期の科学研究において、そのような単純な図

式が現出したわけではなかった56）。

　今後のアメリカ現代史研究では、その変動から目をそらすわけにはいかない。なぜなら、それ

こそが第二次大戦後のアメリカでは冷戦とそれによる社会的秩序が一貫して拡大基調にあったと

する、これまでの歴史像を再検討するきっかけになると考えるからである。
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